
レンタル約款 
 

 

株式会社未来クリエイト（以下「乙」）がお客様（以下「甲」）に対する賃貸借を含む契約（以

下「レンタル契約」）について、甲は以下にご承諾頂くものとします。 

 

第１条（総則） 

１．甲と乙との間のレンタル契約については、別途書面による合意がされない限りは以下条

文の規定が適用されます。 

２．この約款のほか、レンタル利用に際し乙が別途定める規約・細則等も、この約款の一部

を構成するものとします。 

３．乙は乙の判断により、この約款（前項の規約・細則等も含む。以下同じ。）の変更をす

ることができるものとし、約款変更後に成立したレンタル契約については、変更後の約款が

適用されるものとします。甲は予めこれを承諾するものとします。 

４．乙は、甲に対する事前または事後の通知なしに本約款を改定できるものとします。本約

款の改定後、本サービス上に表記した時点で改定後の本約款を適用するものとし、変更後に

利用があった場合は改定後の約款に同意したものとみなします。 

 

第２条（商品の貸出） 

１．乙は甲に対し、乙が甲に発行するレンタル契約書に記載するレンタル商品（以下「商品」）

を貸出し、甲はこれを借り受けます。 

２．但し過去の利用に問題が認められる場合、お申し込みをお断りする場合がございますの

で予めご了承下さい。 

３．未成年の甲によるご利用につきましたは、ご両親・保護者等法定代理人の同意を得た上

でお申込みください。申込みの時点でその旨を乙に伝えていない場合、未成年の甲は民法 21

条所定の「制限行為能力者が行為能力者であることを信じさせるため詐術を用いたとき」に

該当するものとみなし、お申し込みをお断りする場合がございますので予めご了承下さい。 

 

第３条（レンタル期間） 

１．レンタル期間は個別契約等に記載の期間とし、甲が乙に商品を返却した日を終了日とし

ます。 

２．レンタル期間内の商品早期返却による返金は行いません。 

 

第４条（レンタル料金・延滞料金・キャンセル料金） 

１．甲は乙に対し、レンタル料金を銀行振込によって支払います。 

２．乙の責任による故障・不具合を除き、商品が利用できない場合につきましてもレンタル

料金は発生します。 

３．甲が商品の返却を遅滞した場合、返却期限の翌日から商品の返却が確認されるまでレン

タル料金に対する日割計算による料金に加え、1 日につき 330 円税込の延滞料金を支払う



ものとします。 

４．9 台未満の商品のキャンセルにつきましては、レンタル開始日の 7 日前ではキャンセル

料は発生せず、レンタル開始日の前日から 6 日前までのキャンセルにつきましては 30%の

キャンセル料を申し受けます。10 台以上の商品のキャンセルにつきましては、レンタル開

始日の 14 日前までは 30%のキャンセル料を、レンタル開始日の前日から 13 日前までのキ

ャンセルにつきましては 50%のキャンセル料を申し受けます。 

 

第５条（商品の引渡し） 

１．乙は商品を甲の指定する場所において引き渡し、それに要した費用は甲の負担とします。 

２．甲は乙から商品の引渡しを受けた後、速やかに状態を確認するものとし、商品に瑕疵が

あった場合引渡し後乙の 1 営業日以内に乙に通知するものとします。通知がなされなかっ

た場合、商品は正常な性能を備えた状態で甲に引渡されたものとみなします。 

 

第６条（担保責任） 

１．乙は甲に対し、引渡し時に商品が正常な性能を備えていることのみを担保し、甲の使用

目的への適合性その他一切の保証をいたしません。 

２．甲の責めに帰すべき事由によらない使用により、商品に故障または損傷が生じ、正常に

作動しない場合には、乙の負担により修理または交換をします。甲の故意又は重過失により

故障または損傷が生じた場合は、甲が責任を負うものとします。 

 

第７条（免責） 

１．次の各号の一に該当する場合、乙は責任を負わないものとします。 

① ソフトウェアのインストール、周辺機器の接続等、甲が商品に変更を加えた場合 

② ソフトウェア自体の不具合 

③ ソフトウェアに起因してハードウェアに生じた障害 

④ 甲による商品の操作、及び設置上の過誤、それに伴う物理的破損 

⑤ 落雷、火災、地震等、天災地変に起因する問題 

⑥ その他、乙の故意または過失に基づかないもの 

２．前項各号に起因した商品の交換または修理による使用不能について、甲は乙に対し、レ

ンタル料金の減額または損害賠償の請求を一切行わないものとします。また、商品の交換ま

たは修理に過大な費用若しくは時間を要する場合、乙はレンタル契約を解除できるものと

します。 

３．甲が商品内に保存したデータ（電子情報）の破損、消失に対し、乙は責任を負わないも

のとします。 

４．甲は乙に対し、商品内に保存したデータの返還、修復、削除、賠償等の請求をせず、か

つ甲は乙に対し、著作権、ノウハウ、その他の知的財産権の権利を行使しないものとします。

本条はレンタル契約終了後５年間、有効に効力が存続します。 

５．甲は商品の返還、及び交換に伴う返還（以下「返還」）に際し、商品に蓄積されたデー

タ（電子情報）を消去して返還します。返還された商品にデータが残存していた場合、残存

しているデータの漏洩等に起因する、甲またはその他の第三者に生じた損害に関し、乙は一



切責任を負わないものとします。 

６．商品がコンピューターウィルス、及びそれに類するプログラム（以下「ウィルス｣）に

感染した場合の被害に関し、乙は一切の責任を負わず、データ（電子情報）の修復に関して

も、何らの義務及び責任を負わないものとします。 

７．乙から引き渡された商品を、甲は引渡時にウィルスに関し直ちに検査するものとし、そ

の検査後に何ら異議を乙に申し出ない場合は、正常な状態で甲に引き渡されたものとしま

す。 

 

第８条（商品の使用、保管） 

１．甲は商品を善良な管理者の注意をもって使用中保管し、これらに要する消耗品及び費用

を負担します。 

２．甲は商品をその本来の使用目的以外に使用してはなりません。 

３．甲は乙の書面による承諾を得ないで商品の譲渡、転貸、質入及び担保への供与をいたし

ません。また甲は商品を分解、修理、調整、改造、汚染などしてはなりません。 

 

第９条（商品の使用管理義務違反） 

１．商品が甲の責による事由に基づき紛失、損傷した場合、又は甲が乙の商品に対する所有

権を侵害した場合には、甲は乙に対して紛失した商品の購入代金、損傷した商品の修理代金

又は所有権の侵害によって乙が被った一切の損害額を弁済するものとします。 

２．レンタル期間中に甲が商品自体またはその設置、保管、使用等によって第三者に与えた

損害については、甲がこれを賠償するものとし、乙は一切の責任を負いません。 

 

第１０条（レンタル期間の延長および商品買取） 

１．甲はレンタル期間満了日の 10 営業日前までに、乙に対しレンタル期間延長を申し出た

場合、次の利用が決まっている場合等特段の事由がない限り乙はこれを承諾し、甲は延長期

間のレンタル料金を乙所定の支払方法または支払条件に基づいて、支払うものとします。 

２．甲から商品の買い取りの申し出があった場合は、特段の事由がない限り乙はこの申し出

を承諾します。譲渡代金については甲乙協議のうえ決めることとします。 

 

第１１条（商品の損害金） 

１．甲の過失による商品の故障及び水濡れについて、甲は商品の損害金として修理代金を銀

行振込によりすみやかに乙に支払います。 

２．レンタル期間中の商品の紛失については、甲の過失の有無を問わず、甲は損害金として

商品代金を銀行振込によりすみやかに乙に支払うものとします。 

３．レンタル期間終了日を 30 日間過ぎても返却がなされない場合には、甲の紛失とみなし

て、前項の通り支払うものとします。 

 

第１２条（商品の配送） 

甲は乙の指定する配送業者が商品を配送することを承諾します。乙の責めに帰すことので

きない事由による配送の遅延（天災、事故、渋滞等）については、乙は甲に対して一切の責



任を負わないものとします。 

 

第１３条（乙の権利の譲渡） 

乙は、この契約に基づく乙の権利を金融機関等の第三者に譲渡、若くは担保に差入れること

ができます。 

 

第１４条（私物） 

１．甲は、返却にあたりレンタル商品以外の物を入れないように十分注意するものとします。 

２．乙は、返却時にレンタル商品以外の物が同梱されていた場合には１か月保管し、この保

管期間を過ぎた場合には、理由を問わず破棄できます。 

３．前項の同梱品が甲の私物か否かにかかわらず、乙は補償・廃棄費用等につき責任を負わ

ないものとし、甲が一切の責任を負うものとします。 

 

第１５条（解約） 

甲はレンタル期間中、１か月前までに書面で通知することにより、レンタル契約を解約する

事ができるものとします。 

 

第１６条（契約の解除） 

１．甲が次の各号いずれかに該当した場合には、乙は催告、通知なくこの契約を解除するこ

とができます。また契約解除に起因して甲が被った損害に関し、乙は一切の責任を負いませ

ん。 

① 料金の支払を遅延した場合。 

② 甲が支払を停止した場合。 

③ 商品が本人以外に譲渡、貸与された場合。 

④ 商品が本人以外の占有におかれた場合。 

⑤ 音信不通と判断した場合。 

⑥ 甲が契約の履行が不可能な状態となった場合。 

⑦ 商品の一部でも損害を与えたときまたは紛失した場合。 

⑧ 本契約の各条項のいずれかに違反した場合。 

⑨ その他、乙が不適切と判断した場合。 

２．前項各号に該当した場合は、レンタル契約の有無にかかわらず、甲は一切の期限の利益

を喪失し、直ちに商品を乙に返却し、金銭債務の全額を弁済するものとします。また、乙に

対してなお損害がある場合、甲はこれを賠償するものとします。 

 

第１８条（合意管轄） 

本約款から発生する一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁

判所といたします。 

 


